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１．はじめに 
我が国の給水装置に関わる技術的基準は、「給水装置の構造及び材質の基準に関す

る省令」に基づき定められている。構造材質基準は、国際化の進展を踏まえて海外

と日本の構造材質基準や認証制度の違いを整理し、時代に見合ったものにしていく

必要があることから、厚生労働省では、これまで海外動向の調査を継続的に行って

きた。 
本業務は、日韓政府の課長級会合である日韓水道行政課長会議において、給水装

置に係る規制制度について取り上げられる機会を利用して、韓国を対象とした海外

動向調査を行ったものである。具体的には、日韓水道行政課長会議で用いる資料の

作成及び韓国上下水道協会等関係者への給水装置に係るヒアリング調査を実施した。 
ヒアリング調査では、主に韓国における給水装置の構造材質基準に関する法的規

制に加え、韓国における給水装置工事及び水道利用者への情報提供について調査を

行った。 
 
２．日韓水道行政課長会議 
 日韓水道行政課長会議は、平成 19 年 12 月の第 1 回アジア・太平洋水サミット（大

分県別府市で開催）において、日韓両国政府の水道担当課長間で交流を定期的に行

うことが基本的に合意され、第 1 回会議が平成 20 年 2 月に韓国（ソウル）で、第 2
回会議が平成 20 年 11 月に日本（東京）で開催され、今回、第 3 回会議が韓国（ソ

ウル）において開催されたところであり、その概要は以下のとおりである。 
 
２．１ 日韓水道行政会議の概要 

本会議は、下記に示すとおり「水道装置の概念と規制」と「水道法に規定された

水道施設の診断方法と現況」の２テーマとして、日本からは「給水装置の規制制度

について」と「水道事業におけるアセットマネジメントについて」を情報提供し、

両国間において意見交換したところであり、本報告書においては「水道装置の概念

と規制」に関する日韓の発表内容と議論の概要について報告する。 
①日 時：平成 22 年 1 月 14 日（木） 
②場 所：大韓民国 果川 政府庁舎 
③出席者 
・ 韓国（政府）：環境部 上下水道政策官室 水道政策課長  ジョ ビョンオク 
                    同課 事務官  チェ ムンギュウ 
                    同課 事務官  キム テゴン 
            国立環境科学院     課長   キム テスン 

   韓国（関連機関）：  韓国環境公団   チーム長    リ ジョンミン 
              韓国水資源公社  チーム長    パク ハンヨン 
              韓国上下水道協会 企画広報所長  チェ テヨン 

韓国上下水道協会 水産業育成所長 ジョ スンヨル 
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・ 日本（政府）：厚生労働省 健康局 水道課  課長   粕谷 明博 
                    技術係長   山田 浩司 
                    給水装置係長 塚原 沙智子 

    日本（関連機関）：（財）水道技術研究センター 主幹 鈴木 泰博 
            （社）日本水道協会   副主幹   三浦 明 
            （社）日本水道協会  規格第一係長 相川 卓洋 

（社）日本水道協会  技術専門監  鈴木 昭男 
  ④ テーマ：給水装置の概念と規制 
       水道法に規定された水道施設の診断方法と現況 
   
 

２．２ 韓国からの情報提供 
  ①説 明 者：韓国上下水道協会 水産業育成所長 ジョ スンヨル 
  ②説明資料：参考資料 1 給水設備の管理状況（英語版） 
  ③説明要旨 

1) 給水設備の概要 
韓国の給水設備は、配水管の分水栓から家の中の蛇口までとしている。 
給水設備の管理責任を分類すると、分水栓から所有境界線（道路境界）ま

でを水道事業者が、メータから給水栓までは使用者が、その間の所有境界線

から水道メータまでは地方自治団体の長が定めた者、例えばソウル市では利

用者が行うとしている。 
2) 給水設備の管理現況 
(1) 給水設備の資材及び製品基準 
・  韓国は、日本と違って原水から給水設備までを水道施設としている。 

特に、給水設備の資材及び製品については、大統領令に定める基準に適合

するものを使用しなければならないとし、産業標準化法に従う KS 認証品、

優秀な団体標準品及び KWWA 認証品など 7 つの基準の製品を使用できると

している。 
・  また、水に接触する資材や製品については、水質基準（水道法第 18 条 2
項）に関して必要な事項として、環境部令（水道法施行令）に定める「衛生

安全基準」（44 項目）に適合しなければならないとしている。 
日本の場合は、給水装置と水道施設の基準が別になっているが、韓国の場

合は一つの環境部令で、補正係数（1/10）を用いて補正し、結果として日本

と同じ基準となっている。 
  (2) 給水設備工事事業者の指定要件 

・  給水設備の工事事業者は、日本においては水道施設工事業者と給水装置工

事事業者とは別の業者となっている。韓国では「機械設備工事業」の免許を

持っていればメータから先の屋内給排水管の給水設備配管工事ができるが、
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「上下水道設備工事業」の免許ではメータ手前までの工事となっている。 
  (3) 給水設備管理関連教育  

・  給水設備の教育は、水道法第 36 条（教育）の定めにより、給水設備の管

理に関するもので、対象者として建築物又は施設の所有者・管理者、貯水槽

清掃業者が教育を受けることになっており、一般水道事業の従事者は他の教

育を受けるようになっている。 
・  教育業務を担当する団体としては、大統領で定める機関として、韓国上下

水道協会、韓国水資源公社、環境保全協会及び環境管理公団となっている。 
この他には、一般水道事業に対しては、環境部長官が認める団体としては

適当な人材を備えていると認定される機関が実施している。給水設備と関係

する貯水槽清掃業者と建築物又は施設の所有者・管理者を教育する団体は環

境保全協会となっている。 
・  給水設備の種類別の管理教育については、貯水槽に関するもの、衛生的な

装置に関するものは水道法で決められている。内容としては 1 年に 1 回の清

掃と消毒をすることになっている。また、給水設備に関する他の規定として、

容量確保については住宅法で、消火用水については消防法で定められている。 
 

(4) 屋内給水管 
・  建築延べ面積 6 万平方メートルの建築物、地方自治体の設置する 5 千平方

メートルの施設については、屋内給水管を周期的に検査して、その結果によ

っては、洗浄・更生・交換など必要な措置を講じることになる。それは竣工

検査の後 5 年経過した日から 1 年ごとに一般検査をする。 
・ 検査の種類は、一般検査と専門検査に分けられ、一般検査は濁度・水素イ

オン濃度・色度・鉄・鉛・銅・亜鉛の 7 項目で、濁度・水素イオン濃度・色

度または鉄の基準を超えたときは洗浄することになる。それ以外の項目は基

準を超えたときには専門検査を実施し、必要に応じて交換・更生することに

なる。専門検査は、水圧測定・内視鏡観察・超音波厚み測定・流速・流量・

外部腐食観察となる。 
・ 検査機関は、機械設備工事業に登録した業者となっている。また、環境部

長官が認定した協会も専門検査ができる機関である。韓国上下水道協会も専

門検査の認定機関であり、独自に登録を行っている。 
  (5) 水道メータ 

・ 水道メータは、メータに関する法律に定められ、メータの型式に関する承

認を受けるか、型式承認に準じるものを使用することができる。メータの設

置関連規定としては従来、口径の 3～5 倍位の距離をとるとしていたが、昨

年環境部が一部変更し、型式承認時に規定された距離をとることとなってい

る。 
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２．３ 日本からの情報提供 
①説 明 者：厚生労働省 健康局 水道課 給水装置係長 塚原 沙智子 

  ②説明資料：参考資料 2 給水装置の規制制度（英訳版） 
  ③説明要旨 
   (1) 給水装置の概念図 

・ 日本の給水装置は、韓国と同じく配水管から分岐して蛇口までの間をいう

が、違うのは有圧のまま給水できる用具というところである。ビルなどで受

水槽を設けている場合は、受水槽の吐水口までが給水装置であり、それ以下

は水道法でその管理を定めているが、その構造基準に関しては国土交通省の

建築基準法によって定められている。 
また、給水装置は、需要者の財産となっているが、メータまでは水道事業

者が維持管理を行っていることが多い。 
  (2) 給水装置に係る法体系 

・ 給水装置に係る法体系について、水道法では給水装置の構造及び材質を政

令で定めるとし、その政令で定める基準に適合するまでは、水道事業者は給

水契約の申し込みを拒み、又は基準に適合するまでの間給水停止することが

できる、としている。 
その政令は、韓国の大統領令に当たるもので、給水装置が有すべき必要最

小限の要件を定めている。例えば、工業用水など他の配管との接続をしては

いけないなどとなっている。さらに、技術的細目については厚生労働省令を

定めているが、これは韓国の環境部令に当たるものである。 
  (3) 構造材質基準 

・ 具体的には、性能基準として耐圧・浸出・水撃限界・防食・逆流防止・耐

寒・耐久に関する基準を定めている。さらに、システム基準として給水装置

工事が適正に施工されているかの判断基準についても定めている。 
  (4) 性能基準の適合の確認方法 

・ この基準をどのように確認方法するかについては、厚生労働大臣が定める

試験が告示されている。この試験を用いてそれぞれ製品の性能が確認される。 
基本的には製造者が自ら認証する「自己認証」を行う、若しくは第三者機

関が試験・検査を行う「第三者認証」が広く使われている。日本水道協会も

第三者認証機関の一つであり、この認証された製品は、それを設置する工事

事業者が設計時に確認するが、例えばマークでも確認できることになる。 
  (5) 指定工事店制度創設 

・ 給水装置工事については、平成 10 年頃に指定工事店制度が創設され、こ

の制度は各水道事業者の区域において工事を行う者を指定することができる

制度である。例えば東京都であれば東京都内で仕事ができる事業者を指定す

るというものである。 
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(6) 技術者の国家資格創設 
・ また、その指定するための要件を全国的に統一している。例えば、工事を

行う事業者ごとに国家資格である主任技術者が選任されていることなどであ

る。この国家資格は、給水装置工事の技術レベルを確保するために設けたも

ので、国家試験の合格者が 10 万人のほか、研修済みの 15 万人を併せて 25
万人が資格を有している。 

   (7) トラブル事例 
・ このような制度で 10 年間程度運用されているが、様々なトラブルも生じ

ている。。その一つとして悪質商法などがある。例えば、資格のない者が訪問

販売で、お宅の水が危ないと浄水器を勧めて高い金で請求しているような例

である。 
・ この他、クロスコネクションもある。日本にはまだ井戸が多く使われてい

るところもあり、直接水道とつなげたり、または配水管と間違って工業用水

道管・農業用水管と結んでしまうこともある。 
(8) 需要者への情報提供 
・ 水道水への信頼を確保するために、こうしたトラブルの解消に努めている。

需要者が給水装置について更に理解することが重要である。日本水道協会で

は、啓発のためのパンフレットを作るなどして基礎的な知識の普及に努めて

いる。 
  (9) 議論・情報交換したいポイント 

・ 今回の会議では、給水装置の安全性確保のため、韓国ではどのような考え

方のもと規制を行っているのか。また需要者との関係においてどういった情

報共有化を行っているのか。などについて特に議論したい。 
 
２．４ 主な意見交換 

①韓国の質問：給水装置に問題があった場合に、給水停止するということであ

るが、だれが対応するのか、また義務・権利として行うのか。 
日本の回答：水道事業者の権利として対応することになる。 

②韓国の質問：給水停止は、何時間といった制限があるのか。また、停止して

から一日中に解決しなければならないといった項目はあるのか。 
日本の回答：安全な給水を受けることが需要者の義務であるので、安全にな

るまでである。 
③日本の質問：管の検査を行うとしているが、管の更生を行う方法については

何か決まりはあるのか。 
韓国の回答：韓国では、定期的に屋内の給水栓の水質検査をしているが、月

に 7 つの項目を超えた場合、更生するか、更新するか決める。  

それが、数日を超える程度であったり、もっと使える状態であ

れば洗浄で対応する。義務対象の施設は、家庭に入る設備全て
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でなくて、一定規模以上の施設、または国・自治体が決めた一

定規模以上の施設に関して規定される。 
④韓国の質問：第三者認証は客観性があるが、自己認証は客観性が認められる

のか。 
日本の回答：自己認証されたものを、最終的には水道事業者が確認すること

になり、設置することに関してチェックすることになるが、そ

の際の信頼性確保のためには、例えば ISO を持っているかどう

かも判断基準になると指導している。 
こうした制度設計は、規制緩和すべきであるとの外部からの

指摘を受けてのものである。かつては特定の団体の認証しか使

ってはいけない制度であったので、規制を緩めて自由に給水装

置を売れるよう要請があった。 
⑤韓国の質問：クロスコネクションについては、韓国では水道水が安くて地下

水とか他の配管からの取り出しなど、韓国では事故がないが、

日本ではなぜクロスコネクションが起きるのか。その原因は何

か。 
日本の回答：ダクタイル管が広く使われ、それらの管を識別できるよう管に

テープを巻いているが、古くてテープが巻かれていなく分から

なかったり、井戸では水道と両方で使えると便利だとの住民の

意識が根付いていることが考えられる。 
 
３．ヒアリング調査 
 本調査は、韓国における給水装置の法的規制、給水装置工事及び水道利用者への

情報提供等について日本国内との違いを整理するため、日韓水道行政会議の開催に

先立ち、韓国上下水道協会への事前調査により給水装置に関して情報収集するとと

もに、現地に赴きこれを補完するヒアリング調査を実施した。 
３．１ ヒアリング調査の概要 
①日 時：平成 22 年 1 月 13 日（水） 
②場 所：韓国上下水道協会 
③出席者 
・ 韓国 ソウル市上水道本部 給水設備課長 ガン シンゼ 
     ソウル市上水道本部 漏水課長   リ サンホン 
     韓国上下水道協会 企画広報所長  チェ テヨン 

韓国上下水道協会 水産業育成所長 ジョ スンヨル 
・ 日本  厚生労働省 健康局水道課 給水装置係長 塚原 沙智子 

       （社）日本水道協会   副主幹   三浦 明 
       （社）日本水道協会  規格第一係長 相川 卓洋 

（社）日本水道協会  技術専門監  鈴木 昭男 
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④調査項目：韓国における給水装置の構造材質基準に関する法的規制 
韓国における給水装置工事及び水道利用者への情報提供 

 
３．２ 韓国における給水装置の構造材質基準に関する法的規制 

(1) 給水装置の定義 
・ 韓国では、給水装置を給水設備と呼び、配水管の分水栓から給水栓までいう。 

給水設備の管理については、分水栓から所有境界線（道路境界）までを水道

事業者が、メータから給水栓までは使用者が、その間の所有境界線から水道メ

ータまでは地方自治団体の長が定めた者が管理する。ソウル市の場合は条例に

より境界からメータ手前までを利用者が管理するとしている。 
・ 給水設備は、水道法第 3 条第 24 号で定義され、配水管から分岐し、設置さ

れた給水管・計量器・貯水槽・水道栓・ほか給水のために必要な器具をいう。 
(2) 給水設備に関する構造及び材質基準 
・  給水設備の構造及び材質基準については、法律には特に定めていない。 

ただし、給水設備に関する資材及び製品基準は、水道法第 18 条第 2 項で定

められており、大統領令に定める基準に適合するものを使用しなければならな

いとされ、産業標準化法による KS 認証品、優秀な団体標準品、KWWA 認証

品、ISO9000 シリーズの認証企業生産品、環境標準認証、産業技術革新促進

法による NEP 認証品（新製品）、NET 認証品（新しい技術を適用したもの）

が使用できるとしている。 
韓国では、この 7 つの基準の製品を水道施設も給水設備でも使用できる。 

・ 給水設備に使う製品の素材に対する規制は、韓国にはない。なお、亜鉛メッ

キ鋼管は、環境部で水道に使えないように規制していたが、現在はその規格自

体を廃止している。 
・  また、水に接触する資材や製品は、環境部令に定める「衛生安全基準」に適

合するものでなければならない。この衛生安全基準は、水に接触する部分の基

準となっていて、飲料水の基準の 10 分の 1 に当たる。 
水質に関する基準については、日本では水道施設と給水装置をそれぞれ規制

しているが、韓国では「衛生安全基準」の一つにまとめ、適用させることとし

ている。ただし、一つの基準としているが、分析方法を異なるよう設定し、補

正係数を設け、日本の浸出試験と同じ機能をもつ安全基準となっている。 
 
３．３ 韓国における給水装置工事及び水道利用者への情報提供 
  (1) 給水装置工事事業者の法制度 

         ・  給水設備工事事業者の指定要件について、韓国では建設産業基本法第 9 条

で定められており、屋内給排水管は「機械設備工事業」の免許が必要で、メ

ータ手前の水道管工事（工業用水・下水を含む）は「上下水道設備工事業」

の免許を持つ者のみができるとなっている。 
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        ・ 工事の安全確保するための教育について、韓国では原水から蛇口までを一

体的に教育を行うとしている。法律では、水道施設と給水設備を一つにまと

めて教育するとなっているが、実際には環境部の指針によって分けられてお

り、水道法 33 条第 2 項による建築物・施設の所有者や管理者、貯水槽掃除

業者及び一般水道事業者（一般に水道を管理するものをいう）は教育を受け

なければならない。一般水道事業の運営要員と貯水槽掃除業の従業員も受け

なければならない。 
しかし、韓国では、機械設備工事業及び上下水道設備工事業の両者につい

ては教育対象外となっている。 
教育の委託は、環境部が委託する機関のみができるとなっていて、韓国上

下水道協会も行っており一般の水道事業者の運営要員を対象に行っている。 
また、貯水槽掃除業者、建築物・施設の所有者や管理者に対しては環境保

全協会が担当となっている。 
管理教育の内容は、水道法によって定められ、一般の水道事業者と建築物・

施設の所有者や管理者が一緒のものとなっている。主に、建築物・施設の所

有者や管理者は水道法及び給水装置関連、一般の水道事業者は水道施設全般

の運営と維持管理、など自分たちが扱うものを教育するとしている。 
教育時間は、建築物・施設の所有者や管理者、貯水槽掃除業者の従事者は

1 年以内に 8 時間の教育を受けなければならない。また、水道事業者や機関

に従事する者は 3 年ごとに 35 時間の集合教育を受けなければならない。 
 (2) 誤接合（クロスコネクション）などの事故 

ソウル市では、最近の数年間でクロスコネクションによる水質事故は起きて

いない。屋内の家庭での逆流の事故が年間 10 件位ある。 
逆流の例は、便器の水タンクの中の青いボールで着色した水が隣の家に逆流

する例が何回かあった。ソウル市では、逆流防止装置を 2007 年から付けてい

るが、それ以前のものからの報告が出ている。 
この他のトラブルとして、所有境界線からメータまでの間は、法的には需要

者が責任を負うことになるが、実際の管理は市がやっている。そこで漏水が起

きた場合は、市で復旧することになるが、住民の同意が必要だが、同意を得る

ことが難しく簡単ではない。 
例えば、高級住宅の広い庭の下に給水管があって、工事が必要となる場合に

も庭に損害が出るため、現状復帰に時間と費用がかかることから、説得をして

工事をするため復旧が遅れるなどの問題が発生している、 
こういうケースは、現在、境界からメータを 3 メートル以内に設置すること

としているが、過去には規定がなく遠いものがあってトラブルとなってしまう

ことがある。 
また、修繕工事の後に、メータとの接合部の古くなった配管で漏水が起きた

トラブルでは、責任はだれが負うか訴訟となり、住民との摩擦となったケース
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もある。ソウル市では、これ以外に問題となっているものはない。 
       

３．４ 主な質疑 
①日本の質問：給水設備の定義において、上水道施設基準は環境部の定める基

準と聞いているが、法的な位置付けはどうなっているのか。 
韓国の回答：水道法には入っていないが、建設基本法の中に道路・港湾や上

水道の基準が入っている。環境部は、国土海洋部から委任され、

施設基準を作り、国の基準ではないが、何かトラブルが起きれ

ばこの基準に適合していないと監査において懲戒を受けるなど、

国では強い基準であると認識している。 
②日本の質問：色々な基準があると思うが、例えば日本では給水装置の構造材

質基準・水質基準・浄水場などの施設基準の 3 つがあるが、韓

国ではどうか。 
韓国の回答：水質は法律である。水道に関する韓国の法律は、日本の体系と

とても似ている。それは韓国の水道法は、日本のものをベンチ

マークにして水質や施設上の基本的なものを法律に定められて

いるが、給水設備の資材及び製品の基準は法律となっている。 
韓国の産業化は、日本より 10 年遅れており、法律的な拘束

力がないと守られないため、日本水道協会の指針を、韓国の施

設基準としたものである。 
韓国では日本と同様に、水質基準など必ず守らなければなら

ない点は法律で定めているが、貯水槽の設置基準などは環境部

の訓令・告示で定めている。 
給水設備については、私有財産ということで基準化について

国会でかなり問題となり、日本でいうところの構造及び材質の

基準から構造の部分を外して、水道用資材及び製品の基準とし

て水道法施行令第 30 条に定められた。 
日本では貯水槽以下については水道法で取り扱っていないよ

うだが、韓国では水道法の中で貯水槽以下についても取り扱っ

ている。 
水道施設に使用される水道用資材・製品は、定性的な規定で

ある「施設基準」として大統領令に定める 7 つの基準の製品と、

水に接する製品を使用する場合には「衛生安全基準」、この両方

の基準を守らなければいけないとしている。 
現在は、衛生安全基準に適しているか利用者には分からない

ので、認証番号を表示した製品を供給する新たな制度とし、法

改正案を国会に提出しているところである。 
③日本の質問：逆流防止器具を付けなければいけない規定はあるのか。 
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韓国の回答：水道メータのすぐ後で逆流防止バルブの設置を、自治体の条例

で決めることができるとしている。 
④日本の質問：7 つの基準の製品には、KWWA 認証品など団体規格を法令に記

載することは問題ないのか。 
韓国の回答：韓国の産業標準化法により、工業生産品が 3 万位あるので、こ

の全てを国家規格で管理できない。このため、KS 認証品を 7
千品くらいとし、残りを他の規格として関連団体で決めている

ので、重複した認証品とならない。なお、韓国では、自己認証・

第三者認証は検討していない。 
⑤日本の質問：機械設備工事業、上下水道設備工事業は、だれが指定している

のか。問題が起きた場合の対応はどうなっているのか。 
韓国の回答：法律を管理している国土海洋部が指定し、免許は各市長・道知

事に委託されている。水の安全を確保できないなど問題が起き

た場合は、各市長・道知事からの報告を受けて、国土海洋部が

会社に対しペナルティとして免許の取消しを科すことになる。 
⑥日本の質問：クロスコネクションなどの事故事例はあるのか。 
韓国の回答：トイレの水が逆流した事故は、日本と異なり吐水口空間の規定

がないため、タンクの下部に受入配管されており、これが原因

で逆流したもので、ソウル市では 2007 年に逆流防止装置の設

置を義務付けた。 
クロスコネクションについては、韓国では、地下水は一般家

庭で使われていない。ソウル市には農業用水管はなく、また工

業用水管は、一部あるが、別途に管理されているし、ダクタイ

ル管でないなど管種が違うので事故は起きていない。 
 

      ４．まとめ 
日韓会議やヒアリング調査において得られた、給水装置に関する法的規制や水道

利用者への情報提供等に関する各種情報については、以下のとおりである。 
(1) 韓国における給水装置の法体系について 

韓国では、取水、貯水、導水、浄水、送水及び配水施設、給水設備、その他

に水道に関連した施設を水道施設といい、水道施設に定義された給水設備は、

水道事業者が設置した配水管から分岐して、設置された給水管・計量器・貯水

槽・水道蛇口・そのほか給水のために必要な器具とされている。（水道法第 3
条第 17 号・第 24 号） 
この給水設備の管理については、大統領令（水道法施行令）において分水栓

から所有境界線（道路境界）までを水道事業者が、メータから給水栓までは使

用者が、その間の所有境界線から水道メータまでは地方自治体の長が定めた者

の管理とし、例えばソウル市では、条例により所有境界線からメータ手前まで
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を利用者の管理としている。 
(2) 韓国における構造材質基準に関する法的規制について 

日本と同様の基準ではないが、給水設備に関する資材及び製品基準は、水道

法第 18 条第 2 項で定められており、大統領令に定める基準に適合するものを

使用しなければならないとされ、産業標準化法による KS 認証品、KWWA 認

証品など 7 つの基準の製品を水道施設でも給水設備でも使用できる。 
また、水に接触する資材や製品は、環境部令に定める「衛生安全基準」に適

合しなければならない。この衛生安全基準は、水道施設と給水設備とを合わせ

た基準となっていて、分析方法を異なるよう設定し、補正係数を設け、日本の

浸出基準と同じ機能をもつ安全基準となっている。 
韓国では 2004 年から国会において給水設備の基準化を議論したが、私有財

産ということでかなり問題になり、日本でいうところの構造及び材質の基準か

ら構造の部分を外し、水道用資材及び製品の基準として水道法施行令第 30 条

に定めた。このため、日本と異なり吐水口空間といった構造規定がなく、逆流

による事故が少なからず起きているようである。 
(3) 韓国における給水装置工事及び水道利用者への情報提供について 

給水設備の工事事業者については、日本では水道法で定める一定の要件を備

えている者を各水道事業者が指定するのに対し、韓国では建設産業基本法第 9
条で定める指定要件により、メータ以降の屋内給水管が施工できる「機械設備

工事業」、配水管工事とメータ手前までの給水管が施工できる「上下水道設備工

事業」に分けている。 
また、給水装置工事に関するトラブルについては、日本では配水管と工業用

水道管・農業用水管・井戸水等とを結んでしまうクロスコネクション事故が絶

えない状況にあるが、韓国では工業用水管が一部あるものの、最近の数年間で

クロスコネクション事故は起きていない。しかし、日本と異なり吐水口空間な

どといった構造規定がないため、逆流による事故が少なからず起きているよう

である。そのため、ソウル市といった先進的な水道事業体では独自に逆流防止

装置の設置を義務付けているが、故障によって機能せず事故になる場合もある。 
こうした状況を踏まえ、日本では適正な給水装置工事の施工を確保するため、

各水道事業者から工事事業者に対して研修・講習が行われているのに対し、韓

国では水道法（第 36 条）の規定により建築物の所有者・管理者及び貯水槽清

掃業者に対して給水設備の管理に関する事項を教育しているが、工事業者には

給水設備等の教育が行われていない。 
水道利用者への情報提供については、日本のようにパンフレット等による情

報提供は行われていないが、韓国ではソウル市といった先進的な水道事業体に

おいて、低所得の市民に対し給水管更新・更生工事費用の助成を行い、かなり

利用されている。（ソウル市では今年度 1 万 7 千世帯を予定）これは 2006 年の

水道法改正によって可能（水道法第 21 条第 4 項）となった。 
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給水装置に関する事項における日韓の比較表 
項 目 日 本 韓 国 

1 給水装置の法

体系 
1 給水装置の法体系 
日本では図 1 の矢印部分(←→)の分

水せんから給水せんまでを「給水装

置」と称しており，その定義は，水道

法第 3 条第 9 項で「水道事業者の施設

した配水管から分岐して設けられた

給水管及びこれに直結する給水用具」

とされている。 
給水装置は水道使用者が設置し，維

持管理する。 

 

 

1 給水装置の法体系 
韓国では、取・貯・導・浄・送・

配水施設に給水設備等を水道施設と

定義し、給水設備は水道事業者が設

置した配水管から分岐して、設置さ

れた給水管・計量器・貯水槽・水道

蛇口・そのほか給水のために必要な

器具とされている。（水道法第 3 条第

17 号・第 24 号） 
この給水設備は、大統領令（水道

法施行令）において分水栓から所有

境界線（道路境界）までを水道事業

者が、メータから給水栓までは使用

者が、その間の所有境界線から水道

メータまでは地方自治の長が定めた

者の管理とし、例えばソウル市では

条例により所有境界線からメータ手

前までを利用者が管理するとしてい

る。

 
2 構造材質基準

に関する法的規制 
2 構造材質基準に関する法的規制 
日本では、厚生労働省の「給水装置

の構造及び材質の基準に関する省令」

によって、耐圧、浸出、水撃限界、防

食、逆流防止、耐寒、耐久の 7 項目が

規定されている。 

2 構造材質基準に関する法的規制 
韓国では、給水設備に関する資材

及び製品基準は、水道法第 18 条第 2
項に定められており、大統領令（水

道法施行令）に適合するものを使用

しなければならないとしている。 
水道法施行令第 30 条で、水道用資 
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項 目 日 本 韓 国 
  材及び製品の基準が定められている

が、日本と異なり、吐水口空間など

といった構造規定はない。 
また、水に接触する資材や製品は、

環境部令に定める「衛生安全基準」

に適合しなければならない。この衛

生安全基準は、水道施設と給水設備

とを合わせた基準となっている。 
3 給水装置工事

の状況 
①給水装置工事事業者の指定制度 
各水道事業者は，国家資格である給

水装置工事主任技術者の中から技術

上の統括者となる者の選任や，所要の

機械器具の保有など法に定める要件

に基づき，各水道事業者の給水区域内

において給水装置工事を適正に施工

することができると認められる工事

事業者を指定する制度としている。 
 
 
 
 
 
 
②給水装置に関するトラブル 
給水装置工事に起因するトラブル

が生じており、その一つとして例え

ば、資格のない者が訪問販売で、お宅

の水が危ないと浄水器を勧めて高い

金で請求している悪質商法などがあ

る。この他、井戸と直接水道とつなげ

たり、または配水管と間違って工業用

水道管・農業用水管と結んでしまうク

ロスコネクションにより、飲用に適さ

ない水が逆流するおそれがある事故

が絶えない状況にある。 
    

①給水装置工事事業者の指定制度 
韓国では、建設産業基本法第 9 条

の定めにより、「機械設備工事業」の

免許を持っていればメータ以降の配

管工事・給水設備などの工事ができ

るが、「上下水道設備工事業」の免許

ではメータ手前までの工事となって

いる。 
なお、これら工事業者には、水道

法や給水設備等の教育が行われない

が、水道事業者の従業員や建築物の

所有者・管理者等に対して水道法第

36 条に基づき教育することとしてい

る。 
 
②給水装置に関するトラブル 
韓国では、地下水は一般家庭で使わ

れていないし、ソウル市には農業用水

管はない。また、工業用水管は一部あ

るが、最近の数年間でクロスコネクシ

ョンによる水質事故は起きていない

が、逆流による事故が問題となって

いる。 
逆流の事故例としては、家庭での

便器の水タンクの中の青いボールで

着色した水が隣の家に逆流するとい

った事故が年間 10 件位あり、ソウル

市では逆流防止装置を 2007 年から

付けることとした。 
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項 目 日 本 韓 国 

 ③ 給水装置の維持管理に関する水

道利用者への情報提供 
このようなトラブルは、維持管理し

ている需要者が給水装置について更

に理解することが重要であることか

ら、水道事業者において、パンフレッ

ト等を活用し水道利用者への情報提

供に努めている。 
 

③ 給水装置の維持管理に関する水

道利用者への情報提供 
所有境界線からメータまでの間の

維持管理は、法的には需要者が責任

を負うことになるが、実際の管理は

水道事業体が行っている。 
漏水が起きた場合は、水道事業体

で復旧することになるが、住民の同

意を必要としているが、同意を得る

ことが難しい状況にある。 
仮に、水の安全を確保できないな

どの問題が起きた場合には、市長・

道知事からの報告を受けて、法律を

管理している国土海洋部が工事業者

に対しペナルティとして免許の取消

しを科すこととしている。 
日本のようなパンフレットによる

情報提供は行っていないが、一部の

水道事業体では、低所得の市民に対

し給水管更新・更生工事費用の助成

を行っており、かなり利用されてい

る。これは水道法第 21 条第 4 項に基

づき行われている。 
 

































Regulation System for Water Service 
Installation

Water Supply Division, Health Service Bureau
Ministry of Health, Labour and Welfare, JAPAN

Basic Concept of Water Service Installation

Stop 
valve

Distribution 
pipe

Water meter

Residential 
premisesRoad

Service 
pipe

Water service 
installation

(Water 
supply 
equipment)

(Water 
supply 
equipment)

Service pipe branched from distribution pipe and water supply  equipment connected 
to the service pipe



Legal System Concerning Structure and Legal System Concerning Structure and 
Material of Water Service Installation Material of Water Service Installation 

[Act] Article 16 of the Water Supply Act
In cases of nonconformity to the standards prescribed in the Cabinet Order, 

a water supplier may refuse an application for a water supply contract or 
suspend a supply of water until the standards are met.

[Cabinet Order] Article 5 of the Order for Enforcement of the Water 
Supply Act

Minimum requirements for water service installation

[Ministerial Ordinance] Ministerial Ordinance Concerning 
Standards for Structure and Material of Water Service Installation

(1997)
Technical details required to apply standards for structure and material

Standards for Structure and Material

M
ai

n 
pe

rf
or

m
an

ce
s

Standards concerning leaching, etc.

Standards concerning water hammer 
limit

Standards concerning anti-corrosion 
performance

Standards concerning backflow 
prevention

Standards concerning freeze resistance

Standards concerning durability

Standards concerning withstanding 
pressure

Performanc
e standards

Performances to be satisfied by individual service pipe and 
water supply equipment and their quantitative criteria

System 
standards Criteria for whether or not water service installation work 

has been properly performed

No water leakage, deformation, fracture, 
or any other abnormality shall occur after 
a hydrostatic pressure of 1.75 MPa has 
been applied for 1 min.

Leaching of metal, etc. shall not exceed a 
specified value.

Dynamic water pressure caused by water 
hammer action shall be 1.5 MPa or less 
under specified conditions

Proper anti-corrosion measures shall be 
taken, as required, against acid, alkali, 
and electricity. 

Proper backflow prevention measures 
shall be in place. (air gap, backflow 
prevention valve)
Pressure tolerances and durability 
performances shall be ensured for the use 
in cold regions. Antifreeze measures shall 
be in place using thermal insulator, etc.  

100,000 switching operation for valves, 
etc.+ Measures for withstanding 
pressure and water hammering and 
backflow prevention

Examples of 
regulations

Examples of 
regulations



Method Used to Confirm Conformity to 
Performance Standards

Certification
Confirm by conducting “tests concerning standards for 

structure and material of water service installation”

Manufacturer

Self-
Certification

Certification by a third party

Installer

Confirm at a 
design stage

Water supplier

Design audit

etc.

Ensuring Healthy Water Service Installation Work  
: Establishment of License for Service Installation Works

Each water supplier can, in its service area, designate a 
contractor that can properly perform installation work.

Requirements for designation are specified by an applicable act to 
unify them across the country.   

・A chief engineer shall be appointed for each business office.  
・The contractor shall own the machinery and equipment specified 

by an applicable Ministerial Ordinance.   
・The contractor shall not fall under any disqualification 

conditions specified by an applicable act.

Establishment of Designated Plumbing Contractor System



Ensure the technical level of water service installation work.

Establish the “water service installation work chief engineer”
qualification as a qualification that is unified across the 
country through national examination. 

Establishment of Water Service Installation Work 
Chief Engineer Qualification   (National Qualification)

Ensuring Healthy Water Service Installation Work
: Establishment of National Qualification for Engineers

Examinations since 1997: 
More than 100,000 people now qualified

Examinations since 1997: 
More than 100,000 people now qualified

Trouble Cases: 
Unethical Business Practices/Unauthorized Work

・Increasing number of those victimized by unethical 
business practices, such as billing of large amounts of 
money for water leakage repair or the like

・Unauthorized work by an uncertified plumber or the like
(Conformity to the standards cannot be confirmed.)

(Cause)
・Door-to-door visit by pretending to be a certified 

contractor or the like
・Contact with a plumber in a panic due to water leakage 

by referring to an advertisement circular put into a 
mailbox

・Provider of License for Service Installation Works is 
unknown

A real 
purpose is 
to conclude 
a contract.



Trouble Cases:
Cross Connection

Cases of installation work that is likely to cause water 
pollution have been reported, as well as accidents from 
cross connection with other kinds of water pipe, such as 
water well and industrial water pipe, etc..

Backflow may 
happen!

Water well

Distribution 
pipe

Ensuring Healthy Water Service 
Installation Work

Provision of Information to Users
・ Knowledge regarding unethical business practices 

and cross connection
・Distribution of responsibility for and importance of the 

maintenance and management of water service 
installation 

Brochure for 
users 
(made by JWWA)



Points to be discussed
・The structure and performances of water service 

installation are increasingly complicated and 
sophisticated with the developments of the times, and it 
is becoming an issue to maintain regulations that meet 
the requirements of the times. What concept do you 
have as to the base of regulations to ensure the safety 
of water service installation in Korea, ?

・It is an important issue to ensure the safety of the 
structure and work of water service installation, which is 
positioned as the water supply system terminal, in the 
relationship with users. In Japan, since there are issues 
of trouble caused by cross connection and unethical 
plumbers, we are calling attention to the importance of 
information sharing with users. Do you have similar 
issues? If so, how do you deal with such issues in 
Korea ? 



給水装置の規制制度について

厚生労働省
健康局水道課

給水装置の概念図

止水栓

配水管

水道メータ

宅地道路

給水管

給水装置

(給水用具)

(給水用具)

配水管から分岐して設けられた給水管及びこれに直結する給水用具をいう。



給水装置に係る法体系給水装置に係る法体系

【法律】水道法第16条（給水装置の構造及び材質）

政令で定める基準に適合しない場合、
水道事業者は給水契約の申込みを拒み、又は

基準適合するまでの間給水停止することができる。

【政令】水道法施行令第5条（給水装置の構造材質基準）

給水装置が有すべき必要最小限の要件

【省令】給水装置の構造及び材質の基準に関する省令
（1997年）

構造材質基準を適用するために必要な技術的細目

構造材質基準

主
な
性
能

浸出等に関する基準

水撃限界に関する基準

防食に関する基準

逆流防止に関する基準

耐寒に関する基準

耐久に関する基準

耐圧に関する基準

性能基準
・個々の給水管及び給水用具が満たすべき性能及びそ
の定量的な判断基準

システム基準 ・給水装置工事が適正に施工された給水装置である
か否かの判断基準

1.75MPaの静水圧を1分間加えたとき、

水漏れ、変形、破損その他の異常を
生じないこと

金属等を規定値以上浸出しないこと

規定条件下で水撃作用による動水圧
が1.5MPa以下

必要に応じて、酸・アルカリや電気に対
し適切な防食措置を講じること

適切な逆流防止措置が講じられている
こと（吐水口空間、逆流防止弁）

寒冷地を想定した耐圧、耐久性能の保
持。断熱材等による凍結防止措置が
講じられていること

弁類の10万回の開閉操作＋耐圧、水

撃、逆流防止措置

規定の例規定の例



性能基準の適合の確認方法

『給水装置の構造及び材質の基準に係る
試験』の実施・確認

製造業者

自己認証 第三者認証

認 証

設置業者

設計時に確認

水道事業者

設計審査

etc.

給水装置工事の健全性の確保
：指定工事店制度創設

各水道事業者は、その給水区域において工事を適
正に施行できる者を指定することができる。

指定の要件を法に位置づけ、全国統一
・事業所ごとに主任技術者が選任されていること
・省令に定める機械器具を有していること
・法律に定める欠格要件に該当しないこと。

指定給水装置工事事業者制度の創設



給水装置工事の技術レベルを確保する。

国家試験により、全国一律の資格として、
「給水装置工事主任技術者」資格を設ける

給水装置工事主任技術者の創設（国家資格）

給水装置工事の健全性の確保
：技術者の国家資格創設

1997年から試験実施：

１０万人以上が資格を有している

1997年から試験実施：

１０万人以上が資格を有している

トラブル事例：悪徳商法・無届工事

・ 漏水修繕等で高額請求等の悪質商法の被害が増加
・指定店ではない事業者等による無届工事

（基準の適合が確認できない）

（原因）
・漏水のため慌てて投込広告、チラシなどを見てて業者
に連絡した。
・指定工事店制度に関する認知度が低い

ホントの
目的は契約

水道事業者から
依頼されて
水質検査に
来ました



トラブル事例：
クロスコネクション

水質汚染につながるおそれのある工事事例や、井戸水・工
業用水道管など他の水管とのクロスコネクションの事故が、
依然として絶えない状況にある。

逆流する可能性
があります!!

給水装置工事の健全性の確保
需要者への情報提供

・悪質商法やクロスコネクションについての知識

・給水装置の維持管理の責任区分や重要性

広報用リーフレット
（日本水道協会作成）



議論・情報交換したいポイント

・給水装置の構造及び性能は、時代の進展とともに、
複雑化、高度化しており、時代に合った規制を保っ
ていくことが課題となっている。韓国では、給水装
置の安全性確保のため、どのような考え方のもと、
規制を行っているか。

・水道システムの末端に位置づけられる給水装置の
構造や施工の安全性確保は、需要者との関係からも
重要な問題。日本ではクロスコネクションによるト
ラブルや悪質業者の問題があり、需要者との情報共
有の重要性を喚起しているところ。韓国において同
様な課題はあるか。また、あるならばどのように対
処しているか。



















水道用資材および製品の管理水道用資材および製品の管理

韓国上下水道協会 水産業育成所 チョ スンヨル所長
sycho1306@hanmail.net
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資材管理の事例調査

水道用資材の管理上の問題点

水道用資材管理の改善法案

資材管理の一般的な原則

3 資材管理の手法

4 我が国の水道機資材の現住所

5 水道用資材管理の現況



資材管理資材管理についてについて

資材の定義

9 狭義の資材：業務活動に提供される物資のうち、原副資材や消耗品等

9 広義の資材：狭義の意味 + 仕掛品、買入商品、機械の付属品等の総称

資材管理とは？

9 必要な資材の需要計画、購買、貯蔵、分配、および処分といった各工程

を合理的に管理するための技術（購買管理、在庫管理）

日常生活における資材管理とは？

9 POS（Point of Sale）システム：コンビニエンスストア、大型フード

コート、衣料品店等

1 

資材管理一般資材管理一般

BOM（資材明細書： Bill of Materials）ファイルとは？

9 親品目 （工事） 1単位製造（工事）に必要な段階別所要品目の情報ファイル

� 単位所要量、規格、単価、調達期間、ロス率 + 内部/外部調達 等

A 

A1 

A2 

A3 

A11

A12

A311

A312 

A31

2 



資材管理の一般的な原則資材管理の一般的な原則

関連法令の遵守の原則

9 保健衛生、構造、環境等を考慮した関連法令で規定されている資材基準

に基本的に適合させる。

利益創出（経済性）の原則

9 製造（工事）原価に大きな影響を及ぼす材料費の節減（単価、在庫維持

費用や価格の割引等）を通じて、新しい利益創出の源泉として運用。

適正品質の保証の原則

9 適正な品質水準を維持し、完成品に不具合が生じないようにする。

適正期間の保障の原則

9 購買費用と在庫費用を考慮に入れつつ、欠品が生じないようにする。

適所配送の原則

9 最適な配送によって運搬取扱量を最小化し、効率的な管理を図る。

3

資材管理の手法資材管理の手法

伝統的な資材管理

9 発注－入庫－出庫－在庫管理の循環システム（経験中心）

POS（Point of Sale）システム

9 販売時点での管理

MRPシステム

9 初期の MRP（Material Requirement Planning：資材所要量計画）

：必要な資材（What）を必要な時（When）に必要な量（How much）だけ

9 後期のMRP（Manufacturing resources planning：製造資源計画）

：事業計画、生産計画（工程計画）、資材所要計画、会計決算、システム保証等

4 



水道用資材管理水道用資材管理のの現況現況

関連根拠：水道法第18条 第2項および水道法施行令第30条
共通事項

1.「産業標準化法」第15条による認証を受けること（KS認証）

2.「産業標準化法」第27条 第2項に準拠した団体標準認証表示製品で、同法令の第25条に

準拠した優れた団体標準製品

3.「産業標準化法」第27条 第2項に準拠した団体標準表示製品で、水道法第56条に準拠した

韓国上下水道協会が認証した製品

4.「品質経営および工産品安全管理法」第7条 品質マネジメントシステムの認証を受けた企業で生
産された製品

5.「環境技術開発および支援に関する法律」第20条に準拠して環境製品宣言の認証を受けた製品

6.「産業技術革新促進法」第16条に準拠して新製品の認証を受けた製品（NEP）
7.「技術開発促進法」第6条に準拠して新技術の認定を受けた製品（NET）

追加事項

1. 水に触れる資材や製品の場合は、環境部令で定める衛生安全基準を満たしていること。

2.第1項 第1号から第7号までの規定に照らし、環境部長官が水道用資材や製品での使用に

適さないと判断し、告示する資材や製品は、水道用資材および製品としては使用できない。

（例：水道用亜鉛めっき鋼管（KSD-3537）、環境部告示 第1999-76号、1999年5月27日）

水道用資材および製品の基準

7

水道用資材管理水道用資材管理のの現況現況

水道用資材の衛生安全基準（2009年6月30日 施行）
項目 基準 項目 基準 項目 基準

カドミウム 0.0005 ㎎/ℓ 以下 亜鉛 0.1 ㎎/ℓ 以下 におい 異常がないこと

水銀 0.0001 ㎎/ℓ 以下 鉄 0.03 ㎎/ℓ 以下 色度 0.5道の以下

セレニウム 0.001 ㎎/ℓ 以下 銅 0.1 ㎎/ℓ 以下 濁度 0.2 NTU以下

鉛 0.005 ㎎/ℓ 以下 ナトリウム 20 ㎎/ℓ 以下 残留塩素の減量 0.7 ㎎/ℓ 以下

ヒ素 0.005 ㎎/ℓ 以下 マンガン 0.03 ㎎/ℓ 以下 エピクロロヒドリン 0.01 ㎎/ℓ 以下

6価クロム 0.005 ㎎/ℓ 以下 塩素イオン 25 ㎎/ℓ 以下 アミン類 0.01 ㎎/ℓ 以下

シアン 0.001 ㎎/ℓ 以下 蒸発残留物 50 ㎎/ℓ 以下
2.4-トルエンディ

アマン
0.002 ㎎/ℓ 以下

硝酸性窒素および
亜硝酸性窒素

1 ㎎/ℓ 以下 陰イオン界面活性剤 0.02 ㎎/ℓ 以下
2.6-トルエンディ

アマン
0.001 ㎎/ℓ 以下

フッ素 0.15 ㎎/ℓ 以下 1.1.1トリクロロエタン 0.01 ㎎/ℓ 以下 ホルムアルデヒド 0.008 ㎎/ℓ 以下

四塩化炭素 0.0002 ㎎/ℓ 以下 フェノール類 0.0005 ㎎/ℓ 以下 アセト酸ビニール 0.01 ㎎/ℓ 以下

1.2 ジクロロエタン 0.0004 ㎎/ℓ 以下
有機物等（過マンガン
酸カリウム消費量）

1.0 ㎎/ℓ 以下 スチルレン 0.002 ㎎/ℓ 以下

1.1 ジクロロエチレン 0.003 ㎎/ℓ 以下 味 異常がないこと 1.2-ブタジエン 0.001 ㎎/ℓ 以下

1.1.2-トリクロロエタ
ン

0.0006 ㎎/ℓ 以下 ジクロロメタン 0.002 ㎎/ℓ 以下 1.3-ブタジエン 0.001 ㎎/ℓ 以下

トリクロロエチレン 0.003 ㎎/ℓ 以下
シース-1.2-ジクロロエ

チレン
0.004 ㎎/ℓ 以下

N.N-ジメチル
＋アニリン

0.01 mg/L以下

ベンゼン 0.001 ㎎/ℓ 以下 テトラクロロエチレン 0.001 ㎎/ℓ 以下

8 

水道用資材および製品の基準



水道用資材管理水道用資材管理のの現況現況

[計量器および油量計] 

計量器や油量計の流通に関する規定

9計量に関する法律：計量器製造業の登録（第6条）、計量器の型式承認（第12条）、計

量器の検定（第20条）を経て、登録済みの企業で、型式承認を受けた製品だけが流通す

るように厳密に規定（KS認証品－型式承認の代用）

計量器の設置に関する規定（上水道施設基準 9.4.4 水道計量器の設置と保護等）

9本文：水道計量器を設置する場合は、計量器に表示される水流方向の矢印を確認して水

平に設置する。計量器の機種に応じて、その前後に所定の直観部を確保する。

9解説書：･･･直観部としての所定の距離「『水道メートル技術基準』（技術標準原告示

第2006-514号、2006.10.17）に従って型式承認を受ける際、または『KS B 50049-1：2
006』に従って認証を受ける際に適用した直観部の距離）」を確保しなければならな

い･･･（2009.1.1 施行）

※（改定前）：直観部として所定の距離を確保しなければならない（口径の 3~5倍）
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水道用資材管理水道用資材管理のの現況現況

[計量器および油量計] 

油量計の設置に関する規定

9水道法施行規則 第19条 第2項の［別表6］油量計の設置および管理基準

3.ラ－油量計検出器（センサー）の設置位置の中心を起点に、上流側には直径の 3倍以上の

距離、下流側には2倍以上の距離の直観部を確保する。

「油量計設置および維持管理に関する指針」で、油量計の型式別に詳細に規定

［別表1］油量計の直観部の長さ

設置条件
電子式 超音波 機械式

上流側（D）

バルブ 3 30 5 

曲管 2 10 5 

拡大管 5 30 5 

縮少管 3 10 5 

下流側（D）
拡大管 2 5 3 

バルブ 2 10 3 

10 



水道用資材管理水道用資材管理のの現況現況

[逆流防止バルブ] 

逆流防止バルブの設置に関する規定

9水道法施行令 第53条（供給規定の承認申請）

3. 逆流による水道水の汚染を防止するため、計量器の後段に逆流防止バルブを設置する等、
給水設備の設置および管理に関する事項（2006.6.30）

<逆流防止バルブ設置規定を定めるきっかけとなったKBS 2TVの8時のニュース05.11.15> 

11 

水道用資材管理水道用資材管理のの現況現況

[逆流防止バルブ] 

S市における設置事例

S市の水道条例 第14条の2（逆流防止バルブの設置）（本条新設2007.01.02）

①工事の施工者は、逆流による水道水の汚染を防止するために、計量器（共同住宅の場合

は世帯別計量器）の後段に逆流防止バルブを設置する等、必要な措置を講じる。

②逆流防止バルブの外見や設置位置については、市長が決定する。

③給水使用者等は、逆流防止バルブの設置・交換または保守に協力する必要がある。

④市長は、設置済みの水栓に対して、計量器（共同住宅の場合は世帯別計量器）の後段に

逆流防止バルブを設置する。

- 設置試験事業の実施： 2005年11月～2006年6月

- 設置対象：給水工事時および水道計量器の満期交換時

- 施行時期：給水工事時（2006.9. 5）、満期交換時（2007.3.1）

- 仕様：水道法施行令 第30条 第1項 3号のKWWA認証品（2007.7.1）

12



水道用資材管理水道用資材管理のの現況現況

[計量器および逆流防止バルブ] 

国内外の設置および製品の現況

国内設置の現況

13

ステン用水道計量器
ステン用水道計量器

水道用資材管理水道用資材管理のの現況現況

[計量器および逆流防止バルブ]-海外事例

国内外の設置および製品の現況

米国フォード社の製品およびカナダのサリー市の設置図面

米国フォード社の製品 サリー市

14



水道用資材管理水道用資材管理のの現況現況

[計量器および逆流防止バルブ]-海外事例

国内外の設置および製品の現況

日本の日本バルブ社の計量器保護筒およびタブチ社の設置ユニット

㈱日本バルブ（日本）－メーターユニット ㈱タブチ（日本）－水道メーターユニット
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水栓バルブ

逆流防止バルブ

90°回転

圧力計
接続器具

逆流防止
バルブ

圧着固定式 アルミ製固定台
据置台固定用アンカー

ナチアンカー

水道用資材管理水道用資材管理のの現況現況

[貯水槽] 

衛生面での安全性確保について

• 水道法第33条 第2項（衛生上の措置）

- 一定規模以上の建築物または施設の所有者や管理者は、給水設備に対する消毒等の衛生措置を実

施しなければならない。

• 水道施設の清掃および衛生管理等に関する規則 第6条 第1項（清掃および衛生点検）

- 一定規模以上の建築物や施設の所有者または管理者は、 6ヶ月に1回以上貯水槽を清掃し、別表 3

の基準に従って毎月1回以上その衛生状態を点検しなければならない。

• 水道法第34条（貯水槽清掃業の申告）および規則第5条（営業の申告）

- 貯水槽を衛生的に管理するための清掃業を経営する者は、環境部令で定める人力施設および装備

等の基準を満たした上で、市長・郡守・区庁長に申告しなければならない。

16



水道用資材管理水道用資材管理のの現況現況

[貯水槽] 

容量の確保に関する規定

• 住宅建設基準等に関する規定の第35条 （非常給水施設）

- 共同住宅を建設する住宅団地は、地下揚水施設または地下貯水槽施設を設置すること。

- 地下揚水施設には、世帯当たり 0.3 t 以上を貯水できる地下貯水槽を一緒に設置すること。

- 地下貯水槽は、世帯当たり 1.5 t（市・郡地域は1 t、独身者用住宅は0.5 t）以上貯水できること。

• 屋内消火栓設備の火災安全基準 第4条（水源）

- 貯水量は、屋内消火栓設置数の一番多い階の設置数（5ヶ以上備え付けの場合には 5ヶ）に

2.6m3（ホースリール屋内消火栓設備の場合は1.2m3）を掛けた水量以上となるようにすること。

• スプリンクラー設備の火災安全基準 第4条（水源）

- 閉鎖型スプリンクラーヘッド：スプリンクラー設備の火災安全基準 第4条 第1項 第1号で定めた

表の設置場所別基準数に 1.6m3を掛けた水量以上となるようにすること。

- 開放型スプリンクラーヘッド：最大放水区域に設置したスプリンクラーヘッドの個数が 30個を

超える場合、加圧送水装置の1分当たりの送水量の20倍の水量以上となるようにすること。
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水道用資材管理水道用資材管理のの現況現況

[屋内給水管] 

屋内給水管の状態の検査「水道法 第33条（衛生上の措置）第3項」

•一定規模以上の建築物または施設の所有者や管理者は、環境部令の規定に従って定期

的に給水管を検査し、その結果に応じて洗浄・修理・交換等の必要な措置（以下 「洗

浄等措置」という）を講じなければならない。

対象建築物

•建築延べ面積 が6万以上の複数階利用建築物

•国家または地方自治団体が設置する施設（国公立施設）の場合は、建築延べ面積が 5
千以上の施設

※対象かどうかを判断するために建築延べ面積を計算する場合は、建築物または施設内

駐車場の面積は除外、何棟も建物がある場合は各建物の建築延べ面積を合算、竣工年

度が5年未満の建物は除外する。

検査時期

•竣工検査終了後5年が経過した日から、1年周期で一般検査を実施

検査方法：何棟も建物がある場合は、各棟ごとに検査を実施

18



水道用資材管理水道用資材管理のの現況現況

[屋内給水管] 

検査の種類

•一般検査（規則 別表7）

カ 竣工年度、配管図面、管種、管径、配管の長さ等の基礎調査

ナ 給水管内の停滞水の水質検査項目および基準

タ 試料の採取および分析は、飲料水水質検査機関（飲料水管理法 第43条）に依頼

x 建物内の任意の蛇口の1カ所以上で、6時間以上停滞した水（給水管に水が流れない状態で6時間

以上溜まっていた水）1リットルを採取

ラ 水質検査結果の通知：対象となる建築物の管理者および一般水道事業者

項目

(7個) 
濁度 pH 色度 鉄 鉛 銅 亜鉛

基準
1NTU 
以下

5.8~8.5 5度以下 0.3mg/L以下 0.05mg/L以下 1mg/L以下 3mg/L以下
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水道用資材管理水道用資材管理のの現況現況

[屋内給水管] 

検査の種類（続き）

•専門検査（規則 別表7）

カ 検査内容

• 水圧、内視鏡による観察、超音波による厚さ測定、流速、流量、外部腐蝕観察 等

ナ 検査機関

• 機械設備工事業の登録企業（建設案アップ基本法第8条 第2項）

• 環境部によって認定された企業

※協会は専門検査の認定機関であり、優良なリサイクル企業の登録制度を運営中です。

20



水道用資材管理水道用資材管理のの現況現況

[給水器具] 

給水器具とは－上水道施設基準

•給水管に直結する給水設備の構成において、給水管に連結して使われる分水栓、止水
栓、給水栓、逆流防止器具、安全器具、および水を使用した各種の特殊器具等のこと。

法的要求事項：水道法施行令 第30条（水道用資材基準）のみ適用

構造および材質 －上水道施設基準

① 使用目的の用途に構造と性能が適合すること

② 衛生上無害な材料で構成すること

③ 腐食および漏水がなく、頑丈であること

④ 汚水等が逆流することなく、維持管理が容易であること

⑤ 損失水頭が小さく、過大な水激作用が発生しないこと

⑥ 寒冷地用は、停滞水を容易に排出できる構造であること

☞ 宣言的な内容になっており、具体的な性能の基準や適合判定方法はない。
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資材管理資材管理のの事例調査事例調査

[海外事例調査] 

米国
•大部分の州の配管規定において、NSF 61、60に適合した資材および製品の使用が義務
づけられている。

EU 
•DWD（Drinking Water Directive）の98/83/EC規定では、飲料水と接触する資材および
製品が衛生的な基準を遵守するよう取り決められており、今後はEAS（European Acce
ptance Scheme）でこの規定を遵守するよう義務づける予定。

英国

•資材および製品が飲料水と接触するかどうか、適切な基準が存在するかどう
かに応じて、DWI、WRAS、WRc等の認証を受ける。

日本

•厚生労働省令により、水道用資材および給水設備用資材に対する基準が定められてお
り、法的根拠はないがJWWAの認証品のみ使用する。
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資材管理資材管理のの事例調査事例調査

[国内のSOC事業分野] 

鉄道
•「鉄道安全法」第27条および同法施行規則 第50条の規定に準拠して、鉄道用品の認証

対象指定を告示

•韓国鉄道技術研究院や韓国鉄道公社で、韓国鉄道標準を制定して品質認証を実施

道路

•「韓国道路公社法」第12条（業務）で、有料道路の新設改築維持および修繕に関する
工事施行管理を遂行するように明示

•建設用資材の供給源承認制度を運営

消防

•消防施設の設置維持および安全管理に関する法律により、消防用機械や器具
の型式承認等に関する規則の制定・運営

•型式承認業務として、防炎性能の検査、検定、性能試験を実施。性能試験の
対象と細かい基準については、消防防災庁長が告示
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水道用資材の管理上の問題点水道用資材の管理上の問題点

[水道用資材の管理特性] 

水道用配管資材：管、連結管等の製品で大部分が標準化されており、使用環境
に応じて設計時の管種や外観が定まっている。ほとんどの場合、認証等の管理
が実行されている。
ポンプおよびバルブ：製造会社ごとに品質の差が大きい場合があり、製品の購
入価格よりも生涯費用（運転費用、維持管理費用、効率等）を考慮して購入す
ることが重要。製造現場の施設や管理状態を確認することにより、期待できる
品質水準を予想可能。
給水設備用：最終需要者が製品を決定するというより、建築時の建築業者が決
定するという特徴がある。水道水の2次汚染や建物の耐久年数の確保、エネル

ギーの節減等、社会的な利便性を向上させるため、製品ごとに必要な性能基準
を決めて管理する必要がある。
水処理剤：衛生面の安全性の確保と使用方法が特に重要な資材。衛生面の安全
性に対する現実的な評価や、使用方法についての管理がなされないまま使われ
ている場合がある。
水処理設備：設備の用途ごとに処理能力や耐久性能等を検査し、現場での稼動
率および処理効率を向上させ、エネルギーの使用を評価して運転費用を削減す
ることにより、グリーン革命に寄与する必要がある。
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水道用資材の管理上の問題点水道用資材の管理上の問題点

[資材の基準に関する問題点] 

関係法令に明示されている水道用資材の範囲および区分が不明瞭

水道用の資材および製品の特性が反映されていない

•「品質経営および工産品安全管理法」第7条 品質マネジメントシステム（ISO9001：2

000）の認証を受けた企業で生産された製品

> 資材や製品の品質特性ではなく、企業の品質マネジメントシステムを認証するためのもの

•「環境技術の開発および支援に関する法律」第18条 環境製品宣言の認証を受けた製品

> 材料や製品の環境性を向上させるため、生産、流通、消費、廃棄等の全過程（ライフサイク

ル）に関する環境性情報を計量的に表示する制度

•「環境技術の開発および支援に関する法律」第17条 環境製品宣言の認証を受けた製品

> 環境汚染をほとんど起こさず、資源を節約できる製品を認証する制度

•新技術（NET）、新製品（NEP）認証制度

>技術や資材、製品の新規性、または技術の新規性を評価して認証する制度
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水道用資材の管理上の問題点水道用資材の管理上の問題点

[資材の基準に関する問題点] 

類似の認証制度が部分的に反映されるため、認証制度相互でアンバランスが生じる

•新製品（NEP）・新技術（NET）認証制度

- 知識経済部は新製品を認証、教育科学技術部は新技術の認証を反映

- 環境部は環境に関する新技術を認証、国土海洋部は建設に関する新技術の認証を未反映

•ISO認証制度

- ISO 9000反映、ISO 14000未反映
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資材の基準を改善する方法について研究が必
要



水道用資材管理の改善法案水道用資材管理の改善法案

[資材基準の改善法案1-パイプ、ポンプ、バルブ、マンホール、排水設備資材] 

適用範囲や品質水準の確認が可能な認証制度については、基準書で定義または追加

上下水道用資材が満たすべき特性を評価しない認証制度の廃止

優れた上下水道用資材および製品のスタンダードがなく、評価認証制度がないため、

市場参入の障壁となっている点を考慮に入れ、環境部長官が認定する制度を新設

水道用資材および製品の改正方針

27

現行 改正案

水道法施行令
第30条（水道用資材および製品の基準）①省略
1.～3. （省略）
4.「品質経営および工産品安全管理法」第7条によ

り、品質マネジメントシステムの認証を受けた企業
で生産されたこと
5.「環境技術開発および支援に関する法律」第20条
に従い、環境宣言製品の認証を受けた製品
6.「産業技術革新促進法」第16条に従って認証を受
けた製品
7.「技術開発促進法」第6条により、新技術の認定
を受けた製品
②（省略）

水道法施行令
第30条（水道用資材および製品の基準）①現行と

同じ
1.～3. （現行と同じ）
4.「部品や素材の専門企業等の育成に関する特別措
置法」第25条に従って信頼性の認証を受けた製品 <
新設> 
5.その他、環境部長官が水道用資材および製品とし
て使用するのにふさわしいと認めた製品 <新設> 
6号 ～7号 <削除> 

②（現行と同じ）

水道用資材管理の改善法案水道用資材管理の改善法案

[資材基準の改善法案2-資材が満たすべき特性を明確に宣言

施行令では、上下水道用資材の基準について原則となる内容を宣言するようにし、
上水道施設の基準、上水道工事標準仕様書、専門仕様書、工事特殊仕様書等に従っ
て、設計条件に付帯条件を付けられるようにする方針。
水道用資材および製品の改正方針

28

現行 改正案

水道法施行令
第30条（水道用資材および製品の基準）①省略
1.「産業標準化法」第15条の認証を受けていること
2.「産業標準化法」第27条 第2項に準拠した団体標準認証表
示製品として認証されており、同法の第25条により優れた
団体標準製品として認証されていること
3. 「産業標準化法」第27条 第2項に準拠した団体標準認証
表示製品として認証されており、同法の第56条に従い韓国
上下水道協会が認証した製品であること
4.「品質経営および工産品安全管理法」第7条により、品質
マネジメントシステムの認証を受けた企業で生産されたこ
と
5.「環境技術開発および支援に関する法律」第20条に従い、
環境宣言製品の認証を受けた製品
6.「産業技術革新促進法」第16条に従って認証を受けた製
品
7.「技術開発促進法」第6条により、新技術としての認定を
受けた製品
②（省略）

水道法施行令
第30条（水道用資材および製品の基準）①現行と同じ
1.使用する環境の土圧等、他の外部圧力に耐えられること
2.設計水圧（圧力）に安全に耐えられること
3.水が汚染されたり漏れたりする心配がないこと

4号～7号 <削除> 

②（現行と同様）



水道用資材管理の改善法案水道用資材管理の改善法案

水処理剤の管理方針

現行の水処理剤の基準や規格、および表示基準の告知では、水処理剤の物質構

成比（不純物の許容限度）は規定されているものの、水と反応して生成される

可能性のある人体への有害物質を評価確認できないため（例：米国の NSF 61、

日本厚生省の浸出等に関する基準） 、一般の水道用資材とは別に管理する必要

がある。

水質汚染や健康上の危険性に対する検証制度を整え、実現可能な方法でその内

容を現在改正中の上水道施設基準（2004年、環境部）に反映し、水処理剤の毒

性を評価できる水道事業者から施行し、徐々に拡大して施行することが適切で

あると判断する。
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水道用資材管理の改善法案水道用資材管理の改善法案

水処理剤の管理方針－続き

上水道施設基準（2004年、環境部）に該当事項を反映する案

30 

現行 改正案

上水道施設基準
1.5 上水道用の機資材および薬品
1.5.1 選定の方針

上水道施設基準
1.5 上水道用の機資材および薬品
1.5.1 選定の方針

上水道施設で使用する水道用の機資材および薬品は、
次の各項目を十分に考慮して選定する。
1. 長期間の使用に耐えることができる。
2. 水道水と接触しても水質に悪影響を及ぼさない。
3. 確実かつ容易に維持管理ができる。
4. 環境に与える影響が少ない。

上水道施設で使用する水道用の機資材および薬品は、
次の各項目を十分に考慮して選定する。
1. 長期間の使用に耐えることができる。
2. 水道水と接触しても水質に悪影響を及ぼさない。
3. 確実かつ容易に維持管理ができる。
4. 環境に与える影響が少ない。

【解説」

水道事業者は、水道用の機資材と浄水処理過程で使用
する薬品を選定する際に、環境部告示や韓国産業規格
（KS）、韓国上下水道協会規格（KWWA）、および国

際的に公認されている規格等に適合した機資材および
薬品を選定しなければならない。

【解説】

水道事業者は、水道用の機資材と浄水処理過程で使用
する薬品を選定する際に、環境部告示や韓国産業規格
（KS）、韓国上下水道協会規格（KWWA）、および国

際的に公認されている規格等に適合した機資材および
薬品を選定しなければならない。また、2009年6月30
日以降、一般水道の機資材に適用されている衛生安全
基準に合致して、水道用薬品の評価試験方法 [KWWA 
A 110] で規定された有害物質の許容基準を満たすもの
の使用が望ましい。



水道用資材管理の改善法案水道用資材管理の改善法案

給水設備用資材の管理方針

上水道施設基準に給水設備性能基準を新設して管理の根拠を明確にする。

上水道施設基準（2004年、環境部）に該当する事項の反映案：(9.3.1 給水器具の総則) に解

説書新設

9.3.1 総則

【解説】
1. 耐圧性能基準：給水器具は、以下に示す耐圧性能を有していなければならない。

1.1 給水器具は 、KWWA A 103（水道用器具の耐圧性能試験）で規定された試験方法（以下「耐圧性能試験」
）により、1.75MPaの静水圧を 1分間加えた場合、漏水、変形、破損、その他の異常が生じないようにしなけ
ればならない。

1.2 貯蔵温水器および貯蔵温水器の下流側に設置する給水器具は、耐圧性能試験により、0.3MPaの静水圧を 1
分間加えた場合、漏水、変形、破損、その他の異常が生じないようにしなければならない。
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給水管に直結する給水設備の構成において、給水管に連結して使われる分水栓、止水栓、給水栓、逆流防止器
具、安全器具、および水を使用した各種の特殊器具等のこと。その構造と材質は、次の各項目に適合する必要
がある。
① 使用目的の用途に構造と性能が適合すること
② 衛生上無害な材料で構成すること
③ 腐食および漏水がなく、頑丈なこと
④ 汚水等が逆流することなく、維持管理が容易であること
⑤ 損失水頭が小さく、過大な水激作用が発生しないこと
⑥ 寒冷地用は、停滞水を容易に排出できる構造であること

本項で挿絵で示した内容はひとつの例である。逆流について特別な考慮が必要な、便器、洗浄バルブ、食器洗
浄機等については、逆流防止の措置を講じる必要がある。

水道用資材管理の改善法案水道用資材管理の改善法案

給水設備用資材の管理方針

上水道施設基準（2004年、環境部）に該当する事項の反映案：続き
2.  水撃限界性能基準：蛇口や水撃作用を発生させる恐れのある給水器具は、 KWWA A 106（水道用器具の水撃限界耐

圧性能試験）で規定されている試験方法（以下 「水撃限界性能試験」）に従って、水撃限界の試験を行う。該当する

給水器具内の流速を 2m/sec、または該当する給水器具内の動水圧を 0.15MPaとする条件で、給水器具の止水器具を

急に閉じたとき（自動的に閉じる給水器具の場合は、自動で閉じたとき）、生じる水撃作用によって上昇する圧力が

1.5MPa以下の性能を有していなければならない。 ただし、該当する給水器具の上流側に近接して、空気室や他の水

撃防止器具を設置することにより、適切な水撃防止措置が施されている場合には適用する必要はない。

3. 逆流防止性能基準：水が逆流する恐れのある場所に設置されている給水器具は、以下の条件のいずれかを満たしてい

る必要がある。

3.1 減圧式逆流防止装置は、 KWWA A 107（水道用器具の逆流防止性能試験）で規定されている試験方法（以下「逆流

防止性能試験」）に従って、 3kPaおよび 1.5 MPaの静水圧を 1分間加えたとき、漏水、変形、破損、その他の異常が

生じてはならない。KWWA A 105（水道用器具の負圧破壊性能試験）で規定されている試験方法（以下「負圧破壊性

能試験」）に従って、流入口から -54kPaの圧力をかけたとき、減圧式逆流防止装置に接続した透明管内の水位が 3m

mを超えて上昇してはならない。

3.2 逆流防止バルブ （減圧式逆流防止装置は含まない）および内部に逆流防止機能を備えた給水器具 （以下「逆流防止

給水器具」）は、逆流防止性能試験に従って 3kPaおよび 1.5MPaの静水圧を 1分間加えたとき、漏水、変形、破損。

その他の異常が生じてはならない。
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水道用資材管理の改善法案水道用資材管理の改善法案

給水設備用資材の管理方針

上水道施設基準（2004年、環境部）に該当する事項の反映案：続き
3.3逆流防止給水器具の上記 3.2の規定については、以下の各逆流防止給水器具の区分に従い、次表と一緒に適

用する。

3.3 バキュームブレーカーは、負圧破壊性能試験により流入側から-54kPaの圧力をかけたときに、バキューム
ブレーカーに接続した透明管内の水位が75mm以上上昇しないこと。

3.4 負圧破壊装置を内部に設置した給水器具は、負圧破壊性能試験により流入側から-54kPaの圧力をかけたと

きに、該当する給水器具に接続した透明管内の水位上昇が、負圧破壊装置の空気吸込シーツ面から水が当た
る部分の水面までの垂直距離の2分の1を超えていなければならない。

3.5 水が当たる部分と吐水口が一体の構造になっており、水が当たる部分の越流面と吐水口を分離することに
よって、水の逆流を防止する構造の給水器具は、負圧破壊性能試験によって流入側から-54kPaの圧力をかけ

たときに、吐水口から水を吸い込んではならない。
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逆流防止給水器具の区分 既存の設定圧力 実試験圧力

（1）減圧バルブ 1.5MPa 該当減圧便意設定圧力

（2）該当する逆流防止給水器具の流出側に止水器具が設置され

ておらず、流出部が外部に露出している逆流防止給水器具

（（3）および （4）の規定は除外）

3kPaおよび1.5 MPa 3kPa 

（3）浴漕に直結し、自動的に給湯する給湯器および給湯機能付

きボイラー（（4）の規定は除外）
1.5MPa 50kPa 

（4）浴漕に直結し、自動的に給湯する給湯器および給湯機能付

きボイラーであり、逆流防止装置の抽出側に循環ポンプが付いて

いること

1.5MPa 
該当する循環ポンプの最大排出

圧力または 50kPaの高圧

水道用資材管理の改善法案水道用資材管理の改善法案

給水設備用資材の管理方針

上水道施設基準（2004年、環境部）に該当する事項の反映案：続き

4. 耐寒性能基準：屋外で気温が著しく低下する場所や、凍結の恐れがある場所に設置される給水器具

内の減圧バルブ、逆止バルブ、空気バルブ、および電子バルブについては、 KWWA A 102（水道用

器具の耐久性能試験）で規定されている試験方法（以下「耐久性能試験」）に従って開閉操作を10

万回繰り返して行う。また、KWWA A 104（水道用器具の耐寒性能試験）で規定されている試験方

法（以下「耐寒性能性能試験」）に従って、零下 20度±2℃の温度を 1時間維持した後に通水した場

合（他の給水設備では、耐寒性能試験に従って零下 20度±2℃の温度を 1時間維持した後に通水した

場合）、第1条の第1項と第2条の性能を有していなければならない。

ただし、断熱材で覆っている等、凍結防止のため適切な措置を講じている場合は除く。

5. 耐久性能基準：バルブ類（第4条の規定は除く）は、 KWWA A 102（水道用器具の耐久性能試験）

で規定されている試験方法に従って開閉操作を10万回繰り返した後、第1条の第1項と第3条で規定さ

れている性能、第3条の第1項で規定されている性能を有していなければならない。
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水道用資材管理の改善法案水道用資材管理の改善法案

水処理設備の管理方針

水処理設備の場合は、その構成品の数が多いため標準化が難しく、

適用する環境に合わせて設計および製作して使用する必要があるため、

水道用資材基準とは分離して、発注先の仕様で管理することがふさわしいと

思われる。
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